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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第42期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は、含まれておりません。 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） － － － 37,489 38,051

経常利益（百万円） － － － 6,025 5,128

当期純利益（百万円） － － － 3,457 2,761

純資産額（百万円） － － － 31,209 33,263

総資産額（百万円） － － － 41,760 44,139

１株当たり純資産額（円） － － － 948.42 1,009.46

１株当たり当期純利益（円） － － － 105.04 83.81

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － 104.97 83.74

自己資本比率（％） － － － 74.7 75.4

自己資本利益率（％） － － － 11.5 8.6

株価収益率（倍） － － － 17.79 21.58

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ － － 4,816 4,369

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ － － △6,487 △3,116

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ － － 2,334 △1,581

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

－ － － 2,282 1,962

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）
（人） 

－ 
(－) 

－
(－) 

－
(－) 

716 
(1,445) 

735
(1,441) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第39期、第40期、第41期の１株当たり当期純利益は、期首に株式分割がおこなわれたものとして計算してお

ります。 

２．売上高には、消費税等は、含まれておりません。 

３．第39期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第39期は自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除く。）の計

算については発行済株式数から自己株式数を控除して算出しております。 

５．第40期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

６．第42期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 29,314 35,897 35,639 32,129 32,174 

経常利益（百万円） 6,573 6,756 5,927 5,811 5,341 

当期純利益（百万円） 3,728 3,810 3,186 3,333 3,063 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（千株） 

5,500 

(25,272) 

5,500 

(30,326) 

5,500 

(33,359) 

5,500 

(33,359) 

5,500 

(33,359) 

純資産額（百万円） 23,987 26,641 28,905 31,085 33,441 

総資産額（百万円） 32,008 34,772 36,002 39,859 42,381 

１株当たり純資産額（円） 953.20 884.73 877.77 944.65 1,014.88 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

30.00 

(10.00) 

31.00 

(10.00) 

35.00 

(10.00) 

38.00 

(10.00) 

45.00 

(10.00) 

１株当たり当期純利益（円） 148.10 125.93 96.78 101.28 92.99 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ 125.92 96.30 101.21 92.92 

自己資本比率（％） 75.0 76.6 80.3 78.0 78.9 

自己資本利益率（％） 16.4 15.1 11.5 11.1 9.5 

株価収益率（倍） 22.35 14.48 16.92 18.45 19.45 

配当性向（％） 20.26 24.62 36.16 37.51 48.40 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
4,635 5,982 4,670 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△5,206 △4,586 △3,029 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△862 △1,530 △2,281 － － 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
2,396 2,259 1,618 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

572 

(1,046) 

633 

(1,276) 

670 

(1,312) 

653 

(1,424) 

652 

(1,388) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和39年７月 長野県長野市大字箱清水においてデラップス商事株式会社を設立し一般包装資材の販売を開始 

昭和40年７月 長野県長野市大字若里に本社を移転 

昭和43年４月 本社工場を設置し、きのこ栽培用のＰ．Ｐ（ポリプロピレン）ビンの製造を開始 

昭和43年６月 長野県長野市大字南堀に本社を移転 

昭和43年10月 長野県松本市に松本営業所（現：松本支店）を設置 

昭和45年６月 新潟県新潟市に新潟営業所（現：新潟支店）を設置 

昭和45年８月 北海道芦別市に芦別工場を設置し、きのこ生産および販売を開始 

昭和47年２月 ホクト産業株式会社に商号変更 

昭和50年５月 長野県上田市に上田営業所を設置 

昭和58年８月 福岡県三潴郡城島町（現：福岡県久留米市）に九州営業所を設置 

昭和58年12月 長野県長野市にきのこ総合研究所を設置 

昭和61年４月 えのきたけ新品種ホクトＭ－50を開発 

昭和62年10月 えのきたけ新品種ホクトＭ－70を開発 

平成元年４月 長野県長野市に柳原きのこセンターを設置 

〃 福岡県八女郡広川町に九州営業所を新築移転 

平成元年５月 福岡県八女郡広川町に広川きのこセンターを設置 

平成２年４月 有限会社更埴キノコセンターよりきのこ栽培部門譲受け、更埴きのこセンターを設置 

平成２年10月 ぶなしめじ新品種ホクト５号菌を開発 

平成２年11月 えのきたけ新品種ホクトＭ－80を開発 

平成３年４月 新潟県北蒲原郡紫雲寺町（現：新潟県新発田市）に新潟きのこセンターを設置 

平成３年６月 富山県婦負郡八尾町（現：富山県富山市）に富山きのこセンターを設置 

平成３年11月 ぶなしめじ新品種ホクト６号菌を開発 

平成４年８月 ひらたけ新品種ホクトＹ－５を開発 

平成５年４月 福岡県八女市に八女きのこセンターを設置 

平成５年６月 ぶなしめじ新品種ホクト８号菌を開発 

平成５年８月 ぶなしめじ新品種ホクト７号菌を開発 

平成６年９月 えのきたけ新品種ホクトＭ－90を開発 

平成６年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成７年２月 ぶなしめじ新品種ホクト10号菌を開発 

平成７年４月 北海道苫小牧市に苫小牧きのこ研究開発センターを設置 

平成７年６月 冬虫夏草「ハナサナギタケ」の大量人工栽培技術を開発 

平成７年８月 まいたけ新品種ホクトＭＹ－75号、ＭＹ－95号を開発 

平成８年５月 福岡県八女郡黒木町に黒木きのこセンターを設置 

平成９年５月 香川県大川郡大内町（現：香川県東かがわ市）に香川きのこセンターを設置 

平成９年12月 長野県上田市に上田営業所を新築移転 

平成10年１月 ぶなしめじ新品種ホクト11号菌を開発 

平成10年３月 長野県長野市に社員寮を設置 

平成11年２月 エリンギ新品種ホクトＰＬＥ－２号を開発 

平成11年４月 宮城県古川市（現：宮城県大崎市）に宮城きのこセンターを設置 

平成11年11月 東京証券取引所市場第一部に上場 

平成11年12月 ぶなしめじ新品種ホクト15号菌を開発 

平成13年１月 静岡県小笠町（現：静岡県菊川市）に静岡きのこセンターを設置 

平成14年３月 長野県大町市に大町きのこセンターを設置 

平成14年４月 東京支店、大阪支店を設置 

平成14年６月 福岡県三潴郡城島町（現：福岡県久留米市）に城島きのこセンターを設置 

平成15年10月 ホクト株式会社に商号変更 

〃 名古屋営業所を設置 

平成16年４月 化成品部門を分社化しホクト産業株式会社を設立 

〃 広島県賀茂郡大和町（現：広島県三原市）に広島きのこセンターを設置 

平成16年６月 埼玉県北葛飾郡杉戸町に関東配送センターを設置 

平成17年４月 長野県長野市にホクトメディカル株式会社を設立 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関連会社）は、当社（ホクト株式会社）、子会社２社により構成されており、当社

グループの事業内容は次のとおりであります。 

１．きのこ事業 

 昭和30年代より今迄の原木によるきのこ栽培から、空調施設の導入、機械化による施設型きのこ生産が飛躍的に

伸び、当社でも昭和47年より従来からの栽培用ビン、種菌等の製造販売と共に、きのこ生産、販売に着手いたしま

した。 

 爾来、一貫して「鮮度の高いきのこ」、「今日収穫したきのこを、翌日にはスーパーの店頭に…。」を念頭に、

そのための生産センターを全国に設置し、当期までに全国14ヵ所に23生産センターを稼働させるに至りました。 

 「良質」、「安定収穫」をかかげ、「整理、整頓、清潔、清掃」の「４Ｓ運動」を実行しております。 

 きのこ販売におきましては、全国各地の市場、量販店（スーパー）、生活協同組合等との取引を行っており、常

に安定した供給を心掛けております。現在、苫小牧、宮城、長野、名古屋、東京、大阪、香川、九州の８販売課を

配しております。 

（主な関係会社）当社 

２．化成品事業 

(1）農業資材の製造、販売 

 きのこ生産に不可欠なＰ・Ｐ（ポリプロピレン）ビン等の栽培用資材の製造と、栽培用機械、包装用機械及び

資材等の販売を担当しており、きのこの生産から包装までの総合相談、指導の部門であります。 

 近年きのこ生産農家の高齢化、後継者不足が顕著でありますが、当社創立後、間もなく組織された事業であ

り、長年の経験をもとに質の高い指導をもって固定客の確保に努めております。 

(2）包装資材 

 食品を中心とした包装用の資材、容器、機械の販売を担当している部門であります。 

 同業者大小を合わせ全国に3,500社ともいわれる過当な業界であり、加えてリサイクル法等の社会問題への対

応が取沙汰されている業界でもあります。 

 厳しい環境下にありますが、業界トップクラスも参加している流通システム研究会（全国からの10社で組織、

月１回、研究会を開催）に所属し、情報の共有、共同商品開発、商流・物流のネットワーク化、社会問題への対

応等多角度にわたる研究を進め今後に備えております。 

（主な関係会社）ホクト産業㈱ 

３．健康食品関連事業 

 消費者の健康志向の高まりとともに、健康食品への関心が広がっている中、当社は、アガリクスエキス100％の

清涼飲料（ドリンク）の製造、販売を平成17年８月より開始いたしました。 

  生鮮品としてのきのこの販売だけでなく、健康食品関連として付加価値の高い製品の製造、販売を行ってまいり

ます。 

  また、販売形態は通信販売を用い、直接消費者と接することにより、消費者のニーズにスピードをもって対応で

きる体制作りを目指しております。  

（主な関係会社）ホクトメディカル㈱ 



［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

（注）１. 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２. ホクト産業㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。 

主要な損益情報等     (1) 売上高              5,805百万円 

(2) 経常利益              216百万円 

(3) 当期純利益            125百万円 

(4) 純資産額              396百万円 

(5) 総資産額            2,210百万円 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。）

であり、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は（ ）内に年間の平

均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、税込支払給与であり、賞与を含んでおります。なお、基準外給与の支給額はありません。

２．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含

む。）であり、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は（ ）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 

ホクト産業㈱ 

（注）２ 

長野県長野市 200 化成品事業 100 

平成16年４月１日に

提出会社より分社 

役員の兼任  ４名 

農業資材の購入 

当社から本社及び工

場の土地、建物の貸

与 

ホクトメディカル㈱ 長野県長野市  200 健康食品関連事業 100 

平成17年４月１日に

提出会社により設立

役員の兼任  ４名 

飲料製品の購入 

当社から本社及び工

場の土地、建物の貸

与 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

きのこ事業 652(1,388) 

化成品事業 60 (15) 

健康食品関連事業 23 (38) 

合計 735(1,441) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

652 (1,388) 31.4 5.5 4,282,284 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、世界的な原油価格や原材料の高騰の影響が懸念されましたが、好調な

企業業績を背景に設備投資が増加し、それにともない雇用や所得環境も好転に転じたことにより、個人消費も穏や

かに増加し、景気は回復傾向に向かいました。 

  このような経済環境の中、当社グループは業績の拡大を目指し平成17年４月１日に、新たに当社100％出資の子

会社、ホクトメディカル株式会社を設立し、従来のきのこ及び化成品の生産販売のほか、アガリクスドリンクの製

造販売という新事業を開始するとともに、グループ全体としての収益向上を目指し、各分野において効率的な経営

に努めてまいりました。 

  業績面では、きのこ事業において上半期、葉物野菜等の値下がりの影響により過去にない安値が続き中間決算で

は大幅な営業損失となりましたが、下半期は12月から２月まで断続的に全国を襲った寒波により需要が拡大し回復

傾向に向かいました。 

  化成品事業においては、原油高に伴う石油製品の値上げ等厳しい状況で推移しましたが、積極的な営業展開によ

りほぼ計画どおりの業績となりました。 

  一方健康食品関連事業におきましては、当社グループのホクトメディカル株式会社の設立直後に起こった他社に

よる薬事法違反の問題や、その後の厚生労働省によるアガリクスの安全性に関する報告によりアガリクスの信頼性

が著しく低下し販売面において厳しい状況で推移しました。 

  以上の結果、当連結会計年度の業績は売上高380億51百万円（前年同期比1.5％増）、経常利益51億28百万円（同

14.9％減）、当期純利益27億61百万円（同20.1％減）となりました。 

 [セグメント別概要] 

 ［きのこ事業］ 

  当事業におきましては引き続き生産の拡大と品質の向上、販売の強化を中心に業績の拡大に努めてまいりまし

た。 

  生産面においては広島第一及び第二きのこセンターの通期稼動により生産量は増加いたしました。これにより当

連結会計年度の生産量はぶなしめじがブナピーを含め33,042ｔ（同4.4％増）、エリンギ12,637ｔ（同5.0％増）、

まいたけ10,172ｔ（同0.5％増）となり順調に推移いたしました。 

  一方販売面においては、上半期５月から６月にかけてのキャベツ、レタス等の葉物野菜の価格下落に影響されき

のこにおいても同様に下落し、過去にない安値で推移し、中間決算において大幅な営業損失となりました。 

  しかしながら下半期、特に12月から２月にかけての全国を襲った記録的な寒波により鍋料理等の需要が拡大し、

業績は回復傾向に向かいましたが、上半期の後れを取り戻すまでには至りませんでした。 

  以上の結果、きのこ事業全体の売上高は321億30百万円（同0.1％増）となりました。 

 ［化成品事業］ 

  当事業の包装資材関係は原油高による石油製品の値上げ等厳しい状況で推移しましたが、大手スーパー、量販店

を中心に積極的な営業を展開し収益の向上に努めてまいりました。 

  また、農業資材関係においては、農家の生産者の高齢化が進み設備投資需要が減退している中、新たな買い替え

需要の開拓等きめ細やかな営業に取り組んでまいりました。 

  以上の結果、化成品事業の売上高は57億28百万円（同6.3％増）となりました。 

 ［健康食品関連事業］ 

  当事業におきましては、設立当初に他社によるアガリクスの薬事法違反事件が起こり、また今年２月に発表され

た、厚生労働省のアガリクス製品の安全性に関する報道によりアガリクスへの信頼性が著しく低下し、当初の計画

を大きく下回りました。 

  以上の結果、当事業の売上高は１億92百万円となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

  当連結会計年度末における現金同等物（以下「資金」という。）は19億62百万円となり、前連結会計年度末より

３億19百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により増加した資金は43億69百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益49億51百万円

の計上及び減価償却費18億87百万円の実施等による増加と、たな卸資産の増加額６億87百万円、法人税等の支払額

24億57百万円等による減少であります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により減少した資金は31億16百万円となりました。これは主に、投資有価証券の売却額３億67百万円

及び有形固定資産の売却額４億28百万円等による増加と、有形固定資産の取得による支出26億62百万円及び投資

有価証券の取得による支出11億67百万円等による減少であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動により減少した資金は15億81百万円となりました。これは主に、短期借入れ306億円による増加と、短

期借入金返済310億円、配当金の支払額12億49百万円等による減少であります。 



２【生産・受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとにあらわすと、次のとおりであります。 

 （注）１. 上記につきましては、金額換算が煩雑であるため数量で表示しております。 

        ２. セグメント間取引については、生産実績に含めておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとにあらわすと、次のとおりであります。 

  （注）１. セグメント間取引については相殺消去しております。 

         ２. 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

きのこ事業   

  ぶなしめじ  (t) 33,042 4.4 

  エリンギ    (t) 12,637 5.0 

  まいたけ    (t) 10,172 0.5 

計 55,852 3.8 

化成品事業   

  Ｐ．Ｐビン  (千本) 1,920 △40.0 

  コンテナ    (千個) 214 △24.0 

  キャップ    (千個)  2,011 △46.2 

健康食品関連事業     

  アガリクス  (千本) 1,986 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

化成品事業 （百万円） 4,849 11.3 

計（百万円） 4,849 11.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

きのこ事業         （百万円） 32,130 0.1 

化成品事業         （百万円） 5,728 6.3 

健康食品関連事業   （百万円） 192 － 

計（百万円） 38,051 1.5 



３【対処すべき課題】 

  食品業界におきましては、食の安全・安心はもとより健康、本物を志向する動きが一段と高まってきております。

  このような中、当社グループは健康で豊な食文化の創造を目指し消費者の皆様に安心して、また消費者の皆様が真

に求め、ご満足いただける健康食品としてのきのこ生産及び関連事業に取り組んでまいりました。今後もより品質管

理体制を強化し、より安全・安心なそして消費者のニーズにお応えできる製品の生産に取り組んでまいる所存であり

ます。また、食の多様化にともない付加価値の高い新品種等の開発をスピードをもって行ってまいります。 

  化成品事業におきましては、業界内の競争が益々激化しており、業績の拡大には新たな市場の開拓が急務となって

きております。今後は既存市場のみならずあらゆる市場を対象として業務に邁進する所存であります。 

  また、健康食品関連事業におきましては現在生産、販売を行っておりますアガリクスドリンクは発売当初より他社

による薬事法違反事件や、厚生労働省のアガリクスの安全性に関する報告書によりアガリクスの信頼性が著しく低下

し、販売面において非常に厳しい状況が続いております。当事業は今後の当社グループの収益の主力のひとつと位置

づけており、逆風下の中ではありますが今後の販売拡大を目指してまいります。 

  当社グループといたしましては、各事業において経営の効率化を図るべく、経営資源を集中し、スピードをもって

業務執行を行い業績の向上に努める所存であります。 

４【事業等のリスク】 

  当社グループのきのこ生産はすべて室内栽培で行われ、年間を通して生産量は安定しており、量的に大きな変動は

ありません。 

  一方、販売価格におきましては、夏場は需要が低調であることから価格は安く、逆に冬場は需要が好調で価格は高

く推移します。 

  当社グループのきのこ販売の売上高が全売上高に占める割合は、平成18年３月期84.4％となっております。従っ

て、上半期の売上高、利益は例年低調であります。また、露地栽培で収穫される野菜は気候等に作柄が影響され、相

場が変動します。そのため、当社のきのこは安定した生産の上で経営しておりますが、きのこの販売単価は左右され

経営成績が変動することがあります。 

  食品衛生問題につきましては、食の安全、安心といったニーズが高い中、日々万全の管理を行っておりますが、予

期せぬ食品衛生問題が発生し、消費動向に影響を与える事象が発生した場合は当社の経営成績に影響が出る可能性が

あります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

きのこの研究活動につきましては、当社「きのこ総合研究所」におきまして、バイオテクノロジーの技術を駆使

し、新品種の開発、既存品種の改良、栽培方法の研究等きのこに関する全般について研究活動に努めております。 

なお、当連結会計年度における研究開発費は134百万円であります。 

当連結会計年度における研究開発の主な成果は次のとおりです。 

１.きのこ事業 

種苗登録 

①ブナシメジ    ホクト白１号菌 

    登 録 日    平成17年６月22日 

    登録番号    １３２９４号 

②マイタケ      ホクトＮＴ－１００号菌 

    登 録 日    平成18年３月９日 

    登録番号    １４０３１号 

特許出願 

冬虫夏草新菌株（日東電工㈱との共同出願） 

    出 願 日    平成17年６月23日 

    出願番号    ２００５－１８３１６２ 

学会発表 

①日本きのこ学会 

発 表 日    平成17年８月25日 

演    題    ブナシメジおよびハナサナギタケの生育におよぼす光の影響 

― 特にＬＥＤ光照射の影響に関する研究 

②日本薬学会第126年会 

発 表 日    平成18年３月29日 

演    題    神経栄養因子の発現促進活性を有する食用キノコ類の探索 

論文発表 

①Appl Microbiol Biotechnol（2005）67,240-246  （信州大学との共同研究） 

Cloning and characterization of a gene coding for a hydrophobin Fv-hydl, 

specifically expressed during fruiting body development in the basidiomycete 

Flammulina velutipes 

２.健康食品関連事業 

学会発表 

①日本癌学会 

発 表 日    平成17年９月14日  

演    題    アガリクス生子実体抽出物の Sarucoma 180 接種マウスに対する抗腫瘍効果 

プレス発表 

アガリクスのがん発育抑制に関する発表（信州大学との共同研究） 

発 表 日    平成17年６月27日 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

①会計方針 

  当社グループの連結財務諸表及び財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。 

  また、会計上の見積りについては、過去の実績、現在の状況、将来の見込み等を総合的に勘案して算出された合理

的な金額によっております。 

  このような会計方針に基づいて作成された連結財務諸表及び財務諸表は、当社グループの経営実態を正しく反映し

たものであると考えております。 

 

②財務分析 

  当連結会計年度末における現金同等物は19億62百万円となり、前連結会計年度末より３億19百万円減少いたしまし

た。 

  営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度末より４億46百万円少ない43億69百万円のキャッシュを

得ました。これは主に、税金等調整前当期純利益が９億48百万円減少したためであります。 

  投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度末より33億70百万円少ない31億16百万円のキャッシュを

使用しました。これは主に、投資有価証券の取得額が４億97百万円増加したことと、有形固定資産の取得による支出

が32億11百万円減少したためであります。 

  財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度末より39億16百万円多い15億81百万円のキャッシュを使

用しました。これは主に、短期借入金の借入れ64億円の増加と、短期借入金の返済103億円によるものであります。 

自己資本比率： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

  （参考資料）過年度の単体実績 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×（期末発行済株式数＋分割による増加株式数）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としており

ます。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成16年３月の「債務償還年数」は、有利子負債残高が無いため記載しておりません。 

 平成17年３月 平成18年３月  

自己資本比率 74.7％ 75.4％ 

時価ベースの自己資本比率 149.3％ 136.7％ 

債務償還年数 0.7年 0.7年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 159.7 139.6 

 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 

自己資本比率 75.0％ 76.6％ 80.3％ 

時価ベースの自己資本比率 313.6％ 175.0％ 149.7％ 

債務償還年数 0.3年 0.2年 ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 142.0 172.0 145.8 



③当連結会計年度の経営成績の分析 

  当社グループの当連結会計年度のきのこ事業におきましては、生産の拡大と品質の向上、販売の強化を中心に業績

の拡大に努めてまいりました。 

  生産面におきましては、広島第一及び第二きのこセンターの通期稼動により生産量は増加いたしました。これによ

り当連結会計年度の生産量はぶなしめじがブナピーを含め33,042ｔ（対前年同期比4.4％増）、エリンギ12,637ｔ

（同5.0％増）、まいたけ10,172ｔ（同0.5％増）となり順調に推移いたしました。販売面におきましては、上半期５

月から６月にかけてのキャベツ、レタス等の葉物野菜の価格下落に影響されきのこにおいても同様に下落し、過去に

ない安値で推移し、中間決算において大幅な営業損失となりましたが、下半期、特に12月から２月にかけての全国を

襲った記録的な寒波により鍋料理等の需要が拡大し、業績は回復傾向に向かいましたが、上半期の後れを取り戻すま

でには至りませんでした。 

  また、化成品事業におきまして包装資材関係は、原油高による石油製品の値上げ等厳しい状況で推移しましたが、

大手スーパー、量販店を中心に積極的な営業を展開し収益の向上に努めてまいりました。 

  農業資材関係におきましては、農家の生産者の高齢化が進み設備投資需要が減退している中、新たな買い替え需要

の開拓等きめ細やかな営業に取り組んでまいりました。 

  一方健康食品関連事業におきましては、設立当初に他社によるアガリクスの薬事法違反事件が起こり、また今年２

月に発表された、厚生労働省のアガリクス製品の安全性に関する報道によりアガリクスへの信頼性が著しく低下し、

当初の計画を大きく下回りました。 

  以上の結果、当連結会計年度の業績は売上高380億51百万円（同1.5％増）、経常利益51億28百万円（同14.9％

減）、当期純利益27億61百万円（同20.1％減）となりました。 

 

④経営成績に重要な影響を与える要因について 

  当社グループを取り巻く環境は競争が厳しく、きのこの単価はここ数年大きく変動しております。 

  特に、エリンギ等新製品におきましては、新規参入が相次ぎ、生産量が年々50％以上の伸びとなりまして、販売単

価は徐々に下落するなど、経営に大きな影響を与えております。健康志向の高まりによる、きのこの消費量は今後増

加すると思われますが、このような生産量の増加による単価下落と、４月より８月の不需要期の収益に与える影響は

多大であります。また、需要期の下半期におきましても、台風などの自然災害による野菜高騰からくる野菜ばなれ

や、暖冬等による消費の低迷の可能性もあります。 

  また、新たな事業といたしまして、健康志向の高まる中、昨年より生産を開始しましたアガリクスをきのこのまま

で販売する一方、その抽出液100％を使用した飲料製品を生産、販売する目的で平成17年４月１日にホクトメディカ

ル株式会社（資本金２億円 ホクト株式会社100％出資）を設立いたしました。 

  この新会社の設立により、生鮮品としてのきのこ販売だけでなく、健康志向の高まる中で、健康食品としての事業

展開にも取り組んでまいります。 

 

⑤経営者の問題認識と今後の方針 

  食の安全・安心といったニーズが高まっている中、食品衛生面や使用原材料等についても、消費者の関心を集めて

おります。 

  このような状況において、予期せぬ食品衛生上の問題等が発生し、経営成績に影響を受ける可能性があります。当

社といたしましては、このような事態にならぬよう万全の管理体制のもと、生産、販売を行う所存です。 



第３【設備の状況】 

 当社グループの消費税等に係わる会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の金額には消費税等は含

まれておりません。 

１【設備投資等の概要】 

健康食品関連事業におきまして、事業立ち上げのための投資をいたしました。 

その主たるものは、次のとおりであります。 

以上の結果、当連結会計年度の設備投資額は1,808百万円となりました。 

なお、当連結会計年度の生産能力に影響を及ぼす重要な設備の除却、売却等はありません。 

会社名 設  備  の  内  容 栽培品目 面    積 年間生産能力 投 資 額 備   考 

ホクトメディカル㈱ ホクトメディカル 建物  アガリクス

㎡

6,831.72 

 

ｔ

380 

 

百万円

1,029 

 

－ 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 平成18年３月31日現在における当社の主要な設備は次のとおりであります。 

 （注）１．「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２．土地の面積のうち、新潟きのこセンターの［ ］は賃借中のもので外書しております。 

３．従業員数の（ ）内は外書で準社員およびパートを示しております。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
（人） 

建物 
（百万円）

構築物 
（百万円）

機械装置
及び車輌
運搬具 
（百万円）

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

柳原きのこセンター 

（長野県長野市） 
きのこ事業 きのこ生産施設 155 3 15 

69 

(2,300.00)
0 245 

(52) 

15 

更埴きのこセンター 

（長野県千曲市） 
〃 〃 267 10 14 

167 

(8,564.95)
0 461 

(41) 

17 

新潟きのこセンター 

（新潟県新発田市） 
〃 〃 1,453 26 104 

257 

[12,440.00]

(32,048.48)

7 1,850 
(188) 

68 

富山きのこセンター 

（富山県富山市） 
〃 〃 297 4 31 

125 

(7,919.88)
1 460 

(29) 

24 

広川きのこセンター 

（福岡県八女郡広川町） 
〃 

きのこ生産施設 

      販売施設 
490 38 5 

234 

(9,841.19)
0 768 

(66) 

20 

八女きのこセンター 

（福岡県八女市） 
〃 きのこ生産施設 336 33 53 

258 

(15,815.72)
0 683 

(39) 

23 

黒木きのこセンター 

（福岡県八女郡黒木町） 
〃 〃 492 20 54 

162 

(21,551.32)
0 729 

(60) 

28 

苫小牧きのこ研究開発セ

ンター 

（北海道苫小牧市） 

〃 
きのこ生産施設 

      販売施設 
1,889 42 121 

660 

(47,509.37)
1 2,715 

(152) 

60 

香川きのこセンター 

（香川県東かがわ市） 
〃 

〃 

〃 
1,282 36 83 

1,093 

(46,151.44)
0 2,496 

(165) 

65 

宮城きのこセンター 

（宮城県古川市） 
〃 

〃 

〃 
1,000 12 17 

333 

(31,037.11)
0 1,364 

(64) 

21 

静岡きのこセンター 

（静岡県菊川市） 
〃 きのこ生産施設 2,545 89 190 

1,298 

(52,535.27)
3 4,125 

(117) 

59 

城島きのこセンター 

（福岡県久留米市） 
〃 〃 1,314 65 32 

402 

(32,335.16)
－ 1,814 

(75) 

29 

大町きのこセンター 

（長野県大町市） 
〃 〃 2,082 105 72 

544 

(42,975.44)
0 2,805 

(170) 

47 

広島きのこセンター 

（広島県三原市） 
〃 〃 1,763 118 2,126 

353 

(40,761.00)
13 4,374 

(139) 

47 

きのこ総合研究所 

（長野県長野市） 
〃 研究施設 331 8 48 

318 

(10,580.05)
5 711 

(24) 

30 

本社  

（長野県長野市）  
〃 統括業務施設 301 8 14 

120 

(1,013.52)
67 512 

(2) 

40 



４．リース契約による主な賃借設備は、下記のとおりであります。 

名称 数量 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

きのこ事業     

黒木きのこセンター自家用発電装置 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 9 7 － 

香川きのこセンター自家用発電装置 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 9 22 9 

新潟きのこセンター第一栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 18 － 

新潟きのこセンター第二栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 19 － 

香川きのこセンター第三栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 127 － 

新潟きのこセンター乾燥工場設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 7 － 

苫小牧きのこセンター他７ヶ所栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 72 6 

静岡きのこセンター第一栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 352 117 

静岡きのこセンター第二栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 812 338 

広川きのこセンター栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 156 91 

大町きのこセンター第一栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 222 260 

苫小牧きのこセンター第三栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 369 493 

城島きのこセンター栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 637 903 

八女きのこセンター他栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 174 335 

大町きのこセンター第二栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 312 755 

更埴きのこセンター他栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 81 197 

健康食品関連事業     

ホクトメディカル㈱栽培設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 一式 5 78 579 



(2）国内子会社 

 （注）１．ホクト産業㈱及びホクトメディカル㈱の設備のうち建物及び構築物、土地は提出会社から賃借しているもの

が含まれております。 

２．「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

３．従業員数の（ ）内は外書で準社員およびパートを示しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

ホクト産業㈱ 本社工場 

（長野県長野市） 

化成品事業 製品製造施設 108 8 
150 

(7,720.81)
20 288 

(6) 

28 

〃 松本支店  

（長野県松本市） 

 〃 商品販売施設 26 4 
80 

(2,043.19)
0 111 

(2) 

12 

〃 新潟支店  

（新潟県新潟市） 

 〃 〃 30 2 
88 

(1,415.24)
0 123 

(2) 

11 

〃 上田営業所 

（長野県上田市） 

〃 〃 44 1 
202 

(2,773.44)
0 249 

(4) 

7 

ホクトメディカル㈱ 
本社工場 

（長野県長野

市）  

健康食品関連事業 
製品製造施設

販売施設
951 18 

234 

(9,643.72)
18 1,222 

(38) 

23 

会社名 
事業所 

（所在地） 

事業の種類

別セグメン

トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

年間生産

能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

ホクト㈱ 
赤沼きのこセンター  

（長野県長野市） 
きのこ事業 

きのこ生産 

設備 
2,721 502 

自己資金及

び借入金  
平成17年12月 平成18年６月  2,500ｔ



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月27日定時株主総会決議 

（注）１．①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役及び従業員の地位にあるこ

とを要するものとする。 

②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。 

③その他の条件については、当社と新株予約権の割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

るところによるものとする。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 33,359,040 33,359,040 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 33,359,040 33,359,040 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 644 643 

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 64,400 64,300 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり2,230円 １株当たり2,230円 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日 

～平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

当社普通株式１株の発行価格 

2,230円 

当社資本組入額  1,115円 

当社普通株式１株の発行価格 

2,230円 

当社資本組入額  1,115円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分は認めないも

のとする。 

同左 



② 平成15年６月27日定時株主総会決議 

（注）１．①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役及び従業員の地位にあるこ

とを要するものとする。 

②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。 

③その他の条件については、当社と新株予約権の割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

るところによるものとする。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 952 950 

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 95,200 95,000 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,578円 １株当たり1,578円 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日 

～平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

当社普通株式１株の発行価格 

1,578円 

当社資本組入額    789円 

当社普通株式１株の発行価格 

1,578円 

当社資本組入額    789円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分は認めないも

のとする。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式分割による増加であります。 

１株に付き1.2株の割合（平成15年５月20日のみ１株に付き1.1株の割合） 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式408,583株は、「個人その他」に4,085単元及び「単元未満株式の状況」に83株を含めて記載してお

ります。なお、自己株式408,583株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有株式

数は408,483株であります。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ79

単元及び17株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年５月21日 

（注） 
4,212,000 25,272,000 － 5,500 － 5,692 

平成14年５月20日 

（注） 
5,054,400 30,326,400 － 5,500 － 5,692 

平成15年５月20日 

（注） 
3,032,640 33,359,040 － 5,500 － 5,692 

      平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 

政府及び

地方公共

団体 

金融機関 証券会社 
その他の法

人 

外国法人等 

個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 61 41 124 64 6 31,779 32,075 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 91,002 3,430 77,614 20,609 29 137,097 329,781 380,940 

所有株式数の割

合（％） 
－ 27.60 1.04 23.53 6.25 0.01 41.57 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社            1,564千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社                    1,212千株 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式

が7,900株、議決権の数79個含まれております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社北斗 長野県長野市若里1-31-21 5,750 17.24 

水野 正幸 長野県長野市 2,150 6.45 

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所岡田178-8 1,619 4.86 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社 
東京都中央区晴海1-8-11 1,564 4.69 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町2-7-9 1,534 4.60 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 1,212 3.63 

ユアサ商事株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町13-10 701 2.10 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・イン

ターナショナル・リミテッド（常任代理人：モルガ

ン・スタンレー証券会社東京支店） 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 577 1.73 

三木産業株式会社 大阪府大阪市西区北堀江3-12-23 443 1.33 

加藤 義正 長野県長野市 412 1.24 

計  15,965 47.86 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   408,400 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,569,700 325,697 同上 

単元未満株式 普通株式   380,940 － 同上 

発行済株式総数 33,359,040 － － 

総株主の議決権 － 325,697 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に100株（議決権の数１個）

含めております。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ホクト株式会社 
長野県長野市南堀

138-1 
408,400 － 408,400 1.22 

計 － 408,400 － 408,400 1.22 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株

予約権を発行する方法、及び旧商法第210条ノ２の規定に基づき自己株式を買付ける方法によるものでありま

す。 

 当該制度の内容は、以下の通りであります。 

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月27日第39回定時株主総会終結の時に在任する当社取締役、

監査役及び在職する当社の従業員に対して新株予約権を発行することを、平成14年６月27日の定時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。 

 （注）１．株式分割および時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

（平成15年６月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年６月27日第40回定時株主総会終結の時に在任する当社取締役及

び在職する当社の従業員に対して新株予約権を発行することを、平成15年６月27日の定時株主総会において特別

決議されたものであります。 

 （注）１．株式分割および時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役７名、監査役３名及び従業員280名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2)［新株予約権等の状況］に記載しております。 

株式の数（株）                      同上 

新株予約権の行使時の払込金額                      同上   （注）１ 

新株予約権の行使期間                      同上 

新株予約権の行使の条件                      同上 

新株予約権の譲渡に関する事項                      同上 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金 

 
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

分割・新規発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名及び従業員326名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2)［新株予約権等の状況］に記載しております。 

株式の数（株）                      同上 

新株予約権の行使時の払込金額                      同上   （注）１ 

新株予約権の行使期間                      同上 

新株予約権の行使の条件                      同上 

新株予約権の譲渡に関する事項                      同上 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金 

 
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

分割・新規発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



（平成13年６月28日定時株主総会決議） 

 旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成13年６月28日第38回定時株

主総会終結時に在任する取締役及び在職する当社の職能資格規定の基準に基づく副主務以上の従業員に対して付

与することを平成13年６月28日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．株式分割および時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

２．①権利を付与されたものは、権利行使時においても当社の取締役及び従業員であることを要する。 

②その他の条件については、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で

締結する「株式譲渡請求権付与契約」に定めるものとする。 

決議年月日 平成13年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 取締役７名及び従業員141名 

新株予約権の目的となる株式の種類 額面普通株式 

株式の数（株） 35,300 

新株予約権の行使時の払込金額 3,803円（注）１ 

新株予約権の行使期間 平成15年７月１日～平成18年６月30日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡請求権の譲渡、質入れ及び相続は認めないもの

とする。 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金 

 
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

分割・新規発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

  当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営目標と位置づけ増配、株式分割等の利益還元を前向き

に取り組んでまいりました。この方針は、今後も推進してまいりたいと考えております。 

  また、内部留保資金につきましては、将来における株主の皆様への利益拡大のために新工場の建設や、合理化のた

めの設備投資、新品種の開発、研究に投入してまいります。 

  当期の配当は、中間配当10円を含め年間で45円（前期より７円増配）の配当といたしました。 

 なお、第43期の中間配当についての取締役会決議は、平成17年11月17日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．□印は株式分割による権利落後の株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 
5,760 

□ 3,450 

3,670 

□ 2,115 
1,890 2,135 2,295 

最低（円） 
3,330 

□ 3,160 

1,950 

□ 1,811 
1,356 1,599 1,750 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 2,000 1,917 1,880 1,980 1,972 1,869 

最低（円） 1,866 1,790 1,796 1,860 1,750 1,790 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
 水野 正幸 昭和15年１月１日生 （他の会社の代表状況） 

株式会社北斗              代表取締役 

ホクト産業株式会社        代表取締役会長 

ホクトメディカル株式会社  代表取締役会長 

昭和39年７月 デラップス商事株式会社（現ホクト株

式会社）設立 専務取締役就任 

昭和44年11月 当社代表取締役社長に就任（現任） 
2,150 

取締役副社長   水野 雅義 昭和40年９月18日生 

平成２年４月 当社入社 

平成７年４月 当社九州支店長 

平成７年６月 当社常務取締役九州支店長 

平成８年10月 当社常務取締役きのこ生産本部長 

平成９年６月 当社専務取締役きのこ生産本部長 

平成12年４月 当社専務取締役管理本部長 

平成15年４月 当社専務取締役きのこ販売本部長 

平成17年４月 当社専務取締役 

平成17年６月 当社取締役副社長（現任） 

71 

常務取締役 管理本部長 高藤 富夫 昭和30年３月10日生 

平成８年４月 山一証券株式会社甲府支店長 

平成10年４月 当社入社 総務部長 

平成13年４月 当社社長室長 

平成13年６月 当社取締役社長室長 

平成14年４月 当社取締役社長室長兼企画室長 

平成15年４月 当社取締役管理本部長 

平成16年４月 当社常務取締役管理本部長（現任） 

1 

常務取締役 
きのこ販売本

部長 
小松 茂樹 昭和26年１月５日生 

平成10年３月 株式会社八十二銀行佐久中央支店長 

平成12年４月 当社入社 きのこ総合研究所長 

平成13年６月 当社取締役きのこ総合研究所長 

平成17年４月 当社取締役きのこ販売本部長 

平成17年６月 当社常務取締役きのこ販売本部長 

（現任） 

1 

取締役 
きのこ総合研

究所長 
森  正博 昭和27年11月６日生 

平成15年４月 株式会社八十二銀行丸子支店長 

平成17年２月 当社入社  きのこ総合研究所長 

平成17年６月 当社取締役きのこ総合研究所長 

（現任） 

1 

取締役 
きのこ生産本

部長 
玉木  敏明 昭和30年２月24日生 

昭和52年３月 当社入社 

平成８年４月 当社第一生産部長 

平成13年４月 当社第三生産部長 

平成17年４月 当社きのこ生産本部長 

平成17年６月 当社取締役きのこ生産本部長（現任） 

19 

 



 （注）１．取締役副社長水野雅義は代表取締役社長水野正幸の長男であります。 

２．監査役井口文雄、橋本武久の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役   西村 太計志 昭和26年10月11日生 

（他の会社の代表状況） 

ホクト産業株式会社        代表取締役社長 

昭和46年４月 当社入社 

平成５年４月 当社総務部長 

平成７年６月 当社取締役総務部長 

平成９年６月 当社取締役管理本部総務部長 

平成10年４月 当社取締役管理本部副本部長 

平成11年４月 当社取締役管理本部長 

平成12年４月 当社取締役きのこ生産本部長 

平成14年４月 当社常務取締役きのこ生産本部長 

平成17年４月 当社取締役（現任） 

118 

取締役   芦沢 広明 昭和32年８月11日生 

（他の会社の代表状況） 

ホクトメディカル株式会社  代表取締役社長  

昭和51年４月 当社入社 

平成６年４月 当社包装資材部長 

平成９年６月 当社取締役営業本部包装資材部長 

平成11年４月 当社取締役化成品本部長兼包装資材部

長 

平成12年４月 当社取締役化成品本部長兼新潟支店長 

平成15年４月 当社取締役化成品本部長 

平成16年４月 当社取締役（現任） 

124 

常勤監査役   渡辺  淳一 昭和17年３月19日生 

平成６年６月 長野信用金庫小布施支店長 

平成７年10月 当社入社 東日本販売部長 

平成９年４月 当社経理部長 

平成15年４月 当社第五生産部長 

平成17年４月 当社顧問 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

0 

監査役  横田 勇 昭和10年８月19日生 

昭和30年４月 長野信用金庫入庫 

平成２年４月 当社入社 総務部長 

平成２年６月 当社取締役総務部長 

平成３年10月 当社取締役経理部長 

平成５年４月 当社取締役管理本部長兼経理部長 

平成７年６月 当社常務取締役管理本部長兼経理部長 

平成９年６月 当社常務取締役管理本部長 

平成11年４月 当社常務取締役社長室長 

平成13年４月 当社常務取締役ＩＳＯ推進室長 

平成13年６月 当社常勤監査役 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

70 

監査役  井口 文雄 大正13年１月29日生 

昭和57年６月 長野県信用組合専務理事 

平成３年６月 当社常勤監査役 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

3 

監査役  橋本 武久 昭和25年１月21日生 

昭和48年３月 株式会社ユアサ（現ユアサ商事株式会

社）入社 

平成12年６月 同社執行役員食料カンパニープレジデ

ント 

平成14年12月 株式会社ヴォークス・トレーディング

代表取締役社長（現任） 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

0 

    計 2,562 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、積極的な企業開示とともに透明かつ公正なコーポレートガバナンス体制の構築を実現することを経営上

の最重要課題と考えております。 

  経営の透明性及び公正、かつ効率性を高めることが株主をはじめステークホルダーの期待に応え、企業価値を増

大させることにつながると認識しております。 

  コーポレートガバナンスの確立が、透明性の向上、公正性の確保、意思決定の迅速化等につながり、経営の監

視、コンプライアンスの確保やその他諸問題に対応できるものと考えております。 

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

当社は、監査役会制度を採用しており、監査役４名（うち２名は社外監査役）で監査役会を構成しておりま

す。取締役会は、取締役８名で構成され、社外取締役は選任しておりません。  

② 当社の経営組織、コーポレートガバナンス体制の概要は以下のとおりです 

③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

取締役会は、経済環境の変化に迅速に対応し、すばやく経営判断ができるよう８名の少人数で経営しており、

基本方針、法令で定められた事項やその他重要事項はすべて付議され議論されます。また、毎週１回早朝役員会

を開催し、決議事項以外各担当役員からの報告が行われ、横断的な議論がなされ意志の疎通を図っております。 

  公認会計士、顧問弁護士につきましては、監査法人は中央青山監査法人と監査契約を結んでおり、商法監査及

び証券取引法監査について公正不偏の立場で監査を実施しております。また、顧問弁護士については複数の法律

事務所と顧問契約を締結し、法令遵守が正確に行われるため必要に応じアドバイスを受け、経営が法律的におい

ても適切に執行されるようにしております。 

  当社は、監査役制度を採用しており、監査役は取締役の職務執行について、厳正な監視を行っております。取

締役会をはじめとする重要会議への出席、資料の閲覧、調査などを行い、また、必要に応じて子会社の取締役等

から営業の報告を求め、業務全般に亘る取締役の職務執行状況を監視しております。  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

当社では社長直轄の内部監査室が設置され、業務の適正な運営が行なわれているかどうか定期的に内部監査を

実施しております。この内部監査において指摘された問題点、勧告、改善策などの監査結果は、社長に直接報告

されるとともに、同時に監査役にも報告され、勧告、改善など行なうため、監査役と会議をもつなど常に連携を

図っております。 



⑤ 会計監査の状況 

  会計監査におきましては、監査契約を結んでおります中央青山監査法人と密接な連携をとり、監査方針及び結

果などを確認するとともに、定期的に情報共有の場をもち、情報交換を行なうなど会計面の運用状況を監査して

おります。当社の会計監査業務を執行した中央青山監査法人の公認会計士の氏名は以下のとおりです。 

継続監査年数は、平成15年６月改正公認会計士法施行日以前の期間を含んでおります。 

なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士補５名、その他４名であります。 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社では現在、社外取締役の選任を行なっておりません。社外チェック体制といたしましては、２名の社外監

査役による監査を実施しており、当社との間には、特別な利害関係はありません。 

（2）リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、リスク管理委員会を中核とし、社内のリスクの洗い出しと分析に基づくリスク管理規

程（統括規程）の制定と、現行諸規定の見直し、運用、教育研修を行い、事故、災害、不祥事を未然に防止し、内

部監査室が監査することにより会社の損失を最小限とする体制を構築するものであります。 

（3）役員報酬の内容 

当社の社内取締役に対する報酬の内容は、平成10年６月26日開催の定時株主総会決議により年額２億円以内（た

だし使用人兼務取締役の使用人給与を含まない）となっており、当事業年度の支給総額は113百万円であります。ま

た、監査役につきましては、賞与を含め支給総額は４百万円であります。 

（4）監査報酬の内容 

当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条１項に規定する業務に基づく報酬の内

容は、商法および証券取引法に係るものであり、報酬の額は19百万円であります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 継続監査年数 

  指定社員業務執行社員    岩渕 道男  ８年 

  指定社員業務執行社員    野本 博之 ３年 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,322   2,002  

２．受取手形及び売掛金   1,844   1,986  

３．たな卸資産   3,054   3,742  

４. 繰延税金資産   379   411  

５．その他   347   175  

貸倒引当金   △16   △11  

流動資産合計   7,932 19.0  8,305 18.8

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※１  26,437   27,551   

減価償却累計額  8,362 18,074  9,337 18,214  

(2）機械装置及び運搬具  6,608   6,888   

減価償却累計額  3,044 3,563  3,849 3,038  

(3）土地 ※１   8,617   8,752  

(4）建設仮勘定   106   685  

(5）その他  784   828   

    減価償却累計額  638 146  673 155  

有形固定資産合計   30,508 73.1  30,845 69.9

２．無形固定資産   61 0.1  74 0.2

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   2,695   4,323  

(2）繰延税金資産   19   －  

(3）その他   563   607  

貸倒引当金   △20   △17  

投資その他の資産合計   3,257 7.8  4,913 11.1

固定資産合計   33,828 81.0  35,834 81.2

資産合計   41,760 100.0  44,139 100.0

        
 



  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   2,935   3,120  

２．短期借入金 ※１  3,500   3,100  

３．未払法人税等    2,457   2,274  

４．賞与引当金   437   529  

５．その他   1,220   1,596  

流動負債合計   10,551 25.3  10,620 24.0

        

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   －   247  

２．その他   －   8  

固定負債合計   － －  255 0.6

負債合計   10,551 25.3  10,876 24.6

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  5,500 13.2  5,500 12.5

Ⅱ 資本剰余金    5,692 13.6  5,692 12.9

Ⅲ 利益剰余金   20,770 49.7  22,252 50.4

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  210 0.5  686 1.6

Ⅴ 自己株式 ※３  △963 △2.3  △868 △2.0

資本合計   31,209 74.7  33,263 75.4

負債及び資本合計   41,760 100.0  44,139 100.0

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   37,489 100.0  38,051 100.0

Ⅱ 売上原価   25,197 67.2  25,863 68.0

売上総利益   12,292 32.8  12,188 32.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 

※２ 
 7,399 19.7  7,411 19.4

営業利益   4,892 13.1  4,776 12.6

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  2   4   

２. 受取配当金  22   28   

３. 受入助成金  1,022   254   

４. 投資有価証券売却益  －   40   

５．その他  117 1,165 3.1 60 388 1.0

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  30   31   

２．その他  2 33 0.1 5 36 0.1

経常利益   6,025 16.1  5,128 13.5

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入  5 5 0.0 6 6 0.0

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 0   －   

２．固定資産除却損 ※４ 6   －   

３．役員退職慰労金  100   －   

４．投資有価証券評価損  21   5   

５．会員権評価損  2   －   

６．減損損失 ※５ －   132   

７．貸倒損失  －   40   

８．その他  － 130 0.3 4 183 0.5

税金等調整前当期純利益   5,899 15.7  4,951 13.0

法人税、住民税及び事業税  2,444   2,274   

法人税等調整額  △2 2,442 6.5 △84 2,190 5.7

当期純利益   3,457 9.2  2,761 7.3

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,692  5,692

Ⅱ 資本剰余金期末残高   5,692  5,692

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   18,479  20,770

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  3,457 3,457 2,761 2,761

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,151  1,250  

２．役員賞与  14  0  

３．自己株式処分差損  － 1,166 27 1,278

Ⅳ 利益剰余金期末残高   20,770  22,252

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  5,899 4,951 

減価償却費  1,717 1,887 

減損損失  － 132 

貸倒引当金の減少額  △10 △8 

賞与引当金の増加額  26 91 

前払年金費用の増加額  △29 △27 

受取利息及び受取配当金  △24 △33 

支払利息  30 31 

為替差益  △0 △8 

投資事業組合損益  △2 3 

投資有価証券売却益  △59 △40 

投資有価証券評価損  21 5 

有形固定資産売却損  0 0 

有形固定資産除却損  6 1 

会員権評価損  2 － 

売上債権の増加額  △98 △135 

たな卸資産の増加額  △298 △687 

仕入債務の増加額  292 184 

その他の流動資産増減額  △273 172 

その他の流動負債増減額  △35 305 

役員賞与の支払額  △14 △0 

小計  7,151 6,825 

利息及び配当金の受取額  24 33 

利息の支払額  △30 △31 

法人税等の支払額  △2,329 △2,457 

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,816 4,369 

 



  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △5,873 △2,662 

有形固定資産の売却による収入  6 428 

投資有価証券の取得による支出  △670 △1,167 

投資有価証券の売却による収入  277 367 

その他の資産の取得による支出  △385 △233 

その他の資産の売却による収入  158 151 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,487 △3,116 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  24,200 30,600 

短期借入金の返済による支出  △20,700 △31,000 

自己株式の取得による支出  △15 △11 

自己株式の売却による収入  － 78 

配当金の支払額  △1,150 △1,249 

財務活動によるキャッシュ・フロー  2,334 △1,581 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  0 8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  663 △319 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,618 2,282 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  2,282 1,962 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項   連結子会社の数    １社 

  連結子会社名   

    ホクト産業株式会社 

  連結子会社の数    ２社 

  連結子会社名   

    ホクト産業株式会社 

    ホクトメディカル株式会社  

  

  ホクトメディカル株式会社について

は、当連結会計年度において新たに設

立したため、連結の範囲に含めており

ます。       

２．持分法の適用に関する事

項 

  該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等による時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

  その他有価証券で時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  投資事業有限責任組合への出資 

組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算報告書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

 ②たな卸資産 

  商品・製品・原材料及び仕掛品 

   総平均法に基づく原価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法 

①有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもの 

同左 

  

  

  その他有価証券で時価のないもの 

同左 

  投資事業有限責任組合への出資 

同左 

  

  

  

 ②たな卸資産 

  商品・製品・原材料及び仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただし、機

械装置及び平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物       ５年～50年 

  機械装置及び運搬具   ２年～10年 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

   

  

 ②無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備える

ため一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、翌期賞

与支給見込額のうち当連結会計年度期間

対応分を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。ただし、当連結会計年度末において

は、年金資産の見込額が退職給付債務見

込額から未認識数理計算上の差異を控除

した額を超えているため、前払年金費用

として投資その他の資産の「その他」に

含め連結貸借対照表に計上しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による定額法

により翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③退職給付引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前当期純利益は、132百万円減少し

ております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――― （連結損益計算書） 

  「投資有価証券売却益」は、前連結会計年度は営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記いたしました。 

  なお、前連結会計年度の「投資有価証券売却益」は59百

万円であります。 



追加情報 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.外形標準課税 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資本

割71百万円を販売費及び一般管理費に含めて表示しており

ます。 

―――― 

  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 ※１ 担保資産  ※１ 担保資産 

  （1）担保に供している資産   （1）担保に供している資産 

    建物及び構築物 2,377百万円 

    土地 1,073百万円 

計 3,450百万円 

    建物及び構築物 2,222百万円 

    土地 1,073百万円 

計 3,295百万円 

  （2）担保資産に対応する債務 

         短期借入金                     3,000百万円 

 ※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式33,359,040株で 

      あります。  

 ※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式452,954株

      であります。 

  （2）担保資産に対応する債務 

         短期借入金                     3,000百万円 

 ※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式33,359,040株で 

      あります。  

 ※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式408,483株

      であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額 

      は次のとおりであります。  

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額 

      は次のとおりであります。  

販売手数料 2,481百万円 

運送費 2,009百万円 

広告宣伝費 723百万円 

給料手当 698百万円 

賞与引当金繰入額 82百万円 

退職給付費用 27百万円  

貸倒引当金繰入額 5百万円 

販売手数料 2,249百万円 

運送費 2,076百万円 

広告宣伝費 631百万円 

給料手当 781百万円 

賞与引当金繰入額 91百万円 

退職給付費用 41百万円  

     

 ※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる試験研究費 

 ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。  

 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 ※５                  ―――― 

試験研究費 127百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

建物及び構築物 3百万円 

機械装置及び運搬具 1百万円 

その他  0百万円 

計  6百万円 

 ※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる試験研究費 

 ※３                  ―――― 

 ※４                  ―――― 

 ※５ 減損損失 

    当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。 

    当社グループは、事業の種類別セグメント単位にてグ

ループ化を行なっております。 

  グルーピングの単位である各セグメントにおいては、

減損の兆候はありませんでしたが、その他の資産である

遊休土地の地価が大幅に下落し、帳簿価額を回収可能価

額まで減損し、当該減少額を減損損失（132百万円）と

して特別損失に計上しました。 

  なお、その他の資産である遊休土地の回収可能価額は

正味売却可能価額により測定しており、不動産鑑定基準

に基づいて合理的に算定された価格によって評価してお

ります。 

試験研究費 134百万円 

場所 用途  種類  

  長野県長野市  遊休資産 土 地 

  北海道芦別市 遊休資産 土 地 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,322百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △40百万円

現金及び現金同等物 2,282百万円

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,002百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △40百万円

現金及び現金同等物 1,962百万円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

18,728 11,743 6,985 

その他 116 25 91 

合計 18,845 11,768 7,077 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

16,726 12,251 4,475 

その他 126 49 77 

合計 16,853 12,300 4,552 

２.未経過リース料期末残高相当額 ２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,315百万円

１年超 3,627百万円

合計 6,942百万円

１年内 2,443百万円

１年超 1,722百万円

合計 4,166百万円

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 4,124百万円

減価償却費相当額 3,974百万円

支払利息相当額 164百万円

支払リース料 3,497百万円

減価償却費相当額 3,366百万円

支払利息相当額 112百万円

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

                  同左 

５.利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額は利息相当額とし各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

５.利息相当額の算定方法 

                  同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

  該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 該当事項はありません。 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 1,122 1,604 482 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 191 208 16 

小計 1,314 1,813 498 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 710 585 △124 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 296 273 △23 

小計 1,006 859 △147 

合計 2,320 2,672 351 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

277 59 － 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 23 



当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

  該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 該当事項はありません。 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 1,954 3,099 1,145 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 354 401 46 

小計 2,309 3,501 1,192 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 443 415 △27 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 299 283 △16 

小計 743 699 △43 

合計 3,052 4,200 1,148 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

367 40 － 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 123 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として適格退職年金制度を採用しております。 

なお、この制度は平成２年４月１日より採用し、100％移行しました。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

退職給付債務（百万円）  960   1,162  

(1）年金資産（百万円） 926 1,233 

(2）前払年金費用（減算）（百万円） 89 117 

(3）未認識数理計算上の差異（百万円） 123 46 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用（百万円）  126   134  

(1）勤務費用（百万円） 113 121 

(2）利息費用（百万円） 21 24 

(3）期待運用収益（減算）（百万円） 19 23 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 11 13 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.5 2.0 

(2）期待運用収益率（％） 2.5 2.5 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数 平均残存勤務年数（13年） 平均残存勤務年数（13年） 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

① 流動の部 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

① 流動の部 

未払事業税 180百万円

賞与引当金繰入超過額 175百万円

その他 23百万円

繰延税金資産計 379百万円

未払事業税 170百万円

賞与引当金繰入超過額 212百万円

その他 27百万円

繰延税金資産計 411百万円

② 固定の部 ② 固定の部 

投資有価証券評価損 121百万円

その他 39百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △141百万円

繰延税金資産計 19百万円

投資有価証券評価損 122百万円

減損損失 53百万円

税務上の繰越欠損金 141百万円

その他 38百万円

  繰延税金資産小計 354百万円

評価性引当額 △141百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △213百万円

繰延税金資産計 －百万円

（繰延税金負債） 

固定の部 

―――― 

その他有価証券評価差額金 △141百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 141百万円

繰延税金負債計 －百万円

（繰延税金負債） 

固定の部 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

その他有価証券評価差額金 △461百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 213百万円

繰延税金負債計 △247百万円

  (％) 

法定実効税率  40.2 

（調整）  

  評価性引当額 2.8 

  その他 1.2 

税効果適用後の法人税等の負担率 44.2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３. 当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

 
きのこ事業 
（百万円） 

化成品事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 
連結 

（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 32,102 5,387 37,489 － 37,489

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 27 399 426 △426 －

計 32,129 5,786 37,916 △426 37,489

営業費用 27,515 5,564 33,080 △483 32,596

営業利益 4,614 221 4,836 56 4,892

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 38,907 2,853 41,760 － 41,760

減価償却費 1,681 36 1,717 － 1,717

資本的支出 5,357 87 5,444 － 5,444

事業区分 主要製品 

きのこ事業 ぶなしめじ、エリンギ、まいたけ 

化成品事業 包装資材、農業資材 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３. 当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

５. 当連結会計年度より開始した「健康食品関連事業」については新規の事業区分としております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
きのこ事業
（百万円）

化成品事業
（百万円）

健康食品
関連事業 
（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は全社 

（百万円） 
連結 

（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 32,130 5,728 192 38,051 － 38,051

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
44 76 5 126 △126 －

計 32,174 5,805 197 38,177 △126 38,051

営業費用 27,302 5,593 563 33,459 △185 33,274

営業利益 4,872 211 △366 4,717 58 4,776

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出 
      

資産 40,047 2,445 1,646 44,139 － 44,139

減価償却費 1,801 31 54 1,887 － 1,887

減損損失 132 － － 132 － 132

資本的支出 1,448 16 1,293 2,759 － 2,759

事業区分 主要製品 

きのこ事業 ぶなしめじ、エリンギ、まいたけ 

化成品事業 包装資材、農業資材 

健康食品関連事業 清涼飲料、アガリクス 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件決定方法等 

１．一般の入場者と同様の条件によっています。 

２. 毎期10百万円を上限としております。 

３．当社役員水野雅義が議決権の100％を直接所有しております。 

４．設備賃借はリース会社より当社がリースを受けていたきのこ栽培設備を㈲九州興産が買い取り当社に賃貸し

ているもので、取引条件は、リース会社が再リースを行った場合における再リース料相当額を上限として、

両社協議の上決定しております。 

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

属性 
氏名又は会
社等の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 期末残高 
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 
水野 正幸 － － 

当社代表

取締役社

長 

（財）水

野美術館

理事長 

(被所有) 

直接 7.2 
－ － 

（財）水野美

術館入場券の

購入 

（注１） 

7 － － 

当社代表

取締役社

長 

（財）ホ

クト生物

科学振興

財団理事

長 

(被所有) 

直接 7.2 
－ － 

寄付金 

 （注２） 
9 － － 

役員及び近

親者が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等

（当該会社

等の子会社

を含む） 

㈲九州興産 

（注３） 

長野県

長野市 
3 
設備賃貸

業 
－ なし 

きのこ

栽培設

備の賃

借（注

４） 

設備賃借料の

支払 
137 － － 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件決定方法等 

１．一般の入場者と同様の条件によっています。 

２. 毎期10百万円を上限としております。 

３．当社役員水野雅義が議決権の100％を直接所有しております。 

４．設備賃借はリース会社より当社がリースを受けていたきのこ栽培設備を㈲九州興産が買い取り当社に賃貸し

ているもので、取引条件は、リース会社が再リースを行った場合における再リース料相当額を上限として、

両社協議の上決定しております。 

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

属性 
氏名又は会
社等の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 期末残高 
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 
水野 正幸 － － 

当社代表

取締役社

長 

（財）水

野美術館

理事長 

(被所有) 

直接 6.5 
－ － 

（財）水野美

術館入場券の

購入 

（注１） 

7 － － 

当社代表

取締役社

長 

（財）ホ

クト生物

科学振興

財団理事

長 

(被所有) 

直接 6.5 
－ － 

寄付金 

 （注２） 
9 － － 

役員及び近

親者が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等

（当該会社

等の子会社

を含む） 

㈲九州興産 

（注３） 

長野県

長野市 
3 
設備賃貸

業 
－ なし 

きのこ

栽培設

備の賃

借（注

４） 

設備賃借料の

支払 
173 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 948.42円

１株当たり当期純利益金額 105.04円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
104.97円

１株当たり純資産額 1,009.46円

１株当たり当期純利益金額 83.81円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
83.74円

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 3,457 2,761 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 

（うち役員賞与） (0) (0) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,457 2,760 

期中平均株式数（千株） 32,909 32,936 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 21 24 

（うち商法第280条ノ20及び第280ノ21

の規定に基づく新株予約権） 
21 24 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成12年８月４日付で付与された

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

く株式譲渡請求権（44,900株）、

平成13年８月27日付で付与された

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

く株式譲渡請求権（36,600株）及

び平成15年１月31日付で付与され

た商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権

（676個） 

平成13年８月27日付で付与された

旧商法第210条ノ２の規定に基づく

株式譲渡請求権（35,300株）及び

平成15年１月31日付で付与された

商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権（644

個） 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 子会社の設立について  

  当社は、平成17年３月18日開催の取締役会において、新

たに当社100％子会社、ホクトメディカル株式会社を設立

することを決議し、平成17年４月１日をもって実施いたし

ました。    

１．設立の目的 

  アガリクスの生産、加工販売に関わる業務は、当社の勤

務形態や業務形態と大きく異なるため、業務運営をより円

滑かつ効率的に行うことを目的として、子会社を設立する

ことといたしました。 

２．子会社の概要 

  ① 商    号    ホクトメディカル株式会社 

  ② 設 立 日    平成17年４月１日 

  ③ 資 本 金    ２億円 

  ④ 株    主    当社100％出資 

  ⑤ 決 算 期    ３月31日 

  ⑥ 事業内容    きのこ（アガリクス）の生産、加工 

                 及び販売 

  ⑦ 従業員数    68名 

 ３. 当社が取得する株式数及び取得価額 

  ① 取得株式数        4,000株 

  ② 取得価額           ２億円 

―――― 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

(2）【その他】 

         該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 3,500 3,100 0.42 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 3,500 3,100 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,321   1,515  

２．受取手形    －   0  

３．売掛金   1,023   1,015  

４．製品   565   981  

５．原材料   2   1  

６．仕掛品   2,167   2,101  

７．貯蔵品   117   115  

８．繰延税金資産   349   384  

９．その他   350   147  

10．貸倒引当金   △12   △4  

流動資産合計   5,885 14.8  6,259 14.8 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 24,317   24,437   

減価償却累計額  7,220 17,097  8,027 16,409  

２．構築物  1,655   1,655   

減価償却累計額  897 757  1,013 642  

３．機械装置  5,992   6,244   

減価償却累計額  2,574 3,417  3,339 2,905  

４．車輌運搬具  543   547   

減価償却累計額  403 139  441 106  

５．工具器具備品  530   548   

減価償却累計額  411 118  434 113  

６．土地 ※１  8,095   7,996  

７．建設仮勘定   106   685  

８．貸与資産 ※１ 982   2,219    

減価償却累計額  245 737  297 1,921  

有形固定資産合計   30,471 76.4  30,780 72.6 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産        

１．借地権   13   13  

２．商標権   5   5  

３．ソフトウェア   26   12  

４．電話加入権   8   8  

無形固定資産合計   54 0.1  39 0.1 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   2,695   4,323  

２．関係会社株式   200   400  

３．出資金   13   13  

４．破産更生債権等   4   1  

５．長期前払費用   145   135  

６．繰延税金資産   14   －  

７．その他   392   444  

８．貸倒引当金   △19   △17  

投資その他の資産合計   3,447 8.7  5,301 12.5 

固定資産合計   33,973 85.2  36,121 85.2 

資産合計   39,859 100.0  42,381 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   1,261   1,285  

２．買掛金   120   131  

３．短期借入金 ※１  3,500   3,000  

４．未払金   1,008   1,051  

５．未払消費税等   －   297  

６．未払費用   111   119  

７．未払法人税等   2,329   2,228  

８．預り金   24   20  

９．賞与引当金   393   480  

10．設備支払手形   24   72  

流動負債合計   8,773 22.0  8,687 20.5 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   －   251  

固定負債合計   － －  251 0.6 

負債合計   8,773 22.0  8,939 21.1 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  5,500 13.8  5,500 13.0 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  5,692   5,692   

資本剰余金合計   5,692 14.3  5,692 13.4 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  761   761   

２．任意積立金        

別途積立金  16,500   18,500   

３．当期未処分利益  3,385   3,169   

利益剰余金合計   20,646 51.8  22,431 52.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  210 0.5  686 1.6 

Ⅴ 自己株式 ※３  △963 △2.4  △868 △2.0 

資本合計   31,085 78.0  33,441 78.9 

負債資本合計   39,859 100.0  42,381 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

 １. 製品売上高  32,129 32,129 100.0 32,174 32,174 100.0

Ⅱ 売上原価        

１．製品売上原価        

(1）製品期首たな卸高  426   565   

(2）当期製品製造原価  21,608   21,753   

小計  22,034   22,319   

(3）他勘定振替高 ※１ 499   356   

(4）製品期末たな卸高  565   981   

製品売上原価  20,970   20,980   

２．商品売上原価        

(1）商品期首たな卸高  114   －   

(2）当期商品仕入高  －   －   

小計  114   －   

(3）他勘定振替高 ※１ 114   －   

(4）商品期末たな卸高  －   －   

商品売上原価  － 20,970 65.3 － 20,980 65.2 

売上総利益   11,158 34.7  11,194 34.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売手数料  2,240   2,247   

２．運送費  1,901   2,012   

３．広告宣伝費  722   270   

４．販売促進費  220   272   

５．給料手当  559   565   

６．賞与引当金繰入額  41   53   

７．旅費交通費  68   76   

８．消耗品費  15   14   

９．減価償却費  82   62   

10．試験研究費 ※２ 127   134   

11．租税公課  88   91   

12．その他  462 6,531 20.3 519 6,321 19.6 

営業利益   4,627 14.4  4,872 15.2 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  2   3   

２．受取配当金 ※３ 22   88   

３．投資有価証券売却益  59   40   

４．受入助成金  1,022   248   

５. 受取家賃 ※３ －   142   

６．その他  123 1,229 3.8 31 555 1.7 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  30   30   

２．貸与資産減価償却費  13   52   

３．その他  2 46 0.1 3 85 0.3 

経常利益   5,811 18.1  5,341 16.6 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入  5 5 0.0 6 6 0.0

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 5   －   

２．役員退職慰労金  100   －   

３．投資有価証券評価損  21   5   

４．会員権評価損  2   －   

５．減損損失 ※５ －   132   

６．貸倒損失  －   40   

７．その他  － 130 0.4 4 182 0.6 

税引前当期純利益   5,686 17.7  5,165 16.0 

法人税、住民税及び事業税  2,319   2,191   

法人税等調整額  32 2,352 7.3 △89 2,101 6.5 

当期純利益   3,333 10.4  3,063 9.5 

前期繰越利益   380   463  

自己株式処分差損   －   27  

中間配当額   329   329  

当期未処分利益   3,385   3,169  

        



製造原価明細書 

（脚注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  3,080 14.2 3,156 14.5 

Ⅱ 労務費 ※２ 5,614 25.9 5,781 26.7 

Ⅲ 経費 ※３ 12,995 59.9 12,749 58.8 

当期総製造費用  21,690 100.0 21,687 100.0 

期首仕掛品たな卸高  2,086  2,167  

計  23,776  23,855  

期末仕掛品たな卸高  2,167  2,101  

当期製品製造原価  21,608  21,753  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．原価計算の方法 

 きのこについては組別実際総合原価計算を採用し

ております。 

１．原価計算の方法 

同左 

※２．労務費の主な内訳 ※２．労務費の主な内訳 

給料手当 4,109百万円

賞与引当金繰入額 345百万円

給料手当 4,149百万円

賞与引当金繰入額 420百万円

※３．経費の主な内訳 ※３．経費の主な内訳 

荷造包装費 2,156百万円

減価償却費 1,597百万円

リース料 4,102百万円

荷造包装費 2,230百万円

減価償却費 1,738百万円

リース料 3,394百万円



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   3,385  3,169 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  921  1,153  

２．役員賞与金  0  0  

（内監査役賞与金）  (0)  (0)  

３．任意積立金      

別途積立金  2,000 2,921 1,500 2,654 

Ⅲ 次期繰越利益   463  515 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 (1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

 (1）子会社株式 

同左 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(3）投資事業有限責任組合への出資 

組合契約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算報告書

を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。 

時価のないもの 

同左 

(3）投資事業有限責任組合への出資 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品及び仕掛品 

総平均法に基づく原価法 

(2）原材料 

総平均法に基づく原価法 

(3）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(1）製品及び仕掛品 

同左 

(2）原材料 

同左 

(3）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、機械装置及び平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物付属設

備を除く）については、定額法を採用

しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

 建物 ５年～50年

機械装置 ２年～10年

   

   

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、翌

期賞与支給見込額のうち当期期間対応

分を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。ただし、当事業年度末において

は、年金資産の見込額が退職給付債務

見込額から未認識数理計算上の差異を

控除した額を超えているため、前払年

金費用として投資その他の資産の「そ

の他」に含め貸借対照表に計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による定額

法により翌期から費用処理することと

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

同左 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ―――――  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。こ

れにより税引前当期純利益は、132百万円減少しておりま

す。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.貸借対照表 

  「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となること及び「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月

15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事

業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）を

投資有価証券として表示する方法に変更いたしました。 

  なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の額は403百万円であり、前事業年度における投資そ

の他の資産の「出資金」に含まれている当該出資の額は

216百万円であります。  

 １.損益計算書 

  前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「受取家賃」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前期における「受取家賃」の金額は96百万円で

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.外形標準課税 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降に開始する事業年度より外形標準課税が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割68百万円を販売費及び一般管理費の「租税公

課」として処理しております。  

―――― 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 

上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金                       3,000百万円 

    建    物 2,208百万円 

    貸与資産 487百万円 

    土    地 754百万円 

計 3,450百万円 

※１ 担保に供している資産 

上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金                       3,000百万円 

    建    物 2,060百万円 

    貸与資産 480百万円 

    土    地 754百万円 

計 3,295百万円 

※２ 会社が発行する株式の総数 ※２ 会社が発行する株式の総数 

普通株式 50,000,000株 普通株式 50,000,000株

発行済株式の総数 発行済株式の総数 

普通株式 33,359,040株 普通株式 33,359,040株

※３ 自己株式 ※３ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式452,954

株であります。 

  ４  配当制限 

  有価証券の時価評価により、純資産額が210百万円

増加しております。 

  なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式408,483

株であります。 

  ４  配当制限 

  有価証券の時価評価により、純資産額が686百万円

増加しております。 

  なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 商品および製品の他勘定振替高の内容は材料費へ

の振替であります。 

※１ 他勘定振替高の内容は材料費への振替でありま

す。 

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は127

百万円であります。主なものは次のとおりでありま

す。 

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は134

百万円であります。主なものは次のとおりでありま

す。 

給料手当 45百万円

支払手数料 31百万円

給料手当 48百万円

支払手数料 29百万円

 ※３                  ―――― ※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの受取配当金            60百万円

関係会社よりの受取家賃             118百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 4百万円

機械装置 0百万円

車輌運搬具 1百万円

工具器具備品 0百万円

計 5百万円

※４                   ―――― 

※５                   ―――― ※５  減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

    当社の資産グループ化の単位は以下のとおりです。 

 

    きのこ事業用資産 

    貸与資産 

    その他の資産 

 

  グルーピングの単位であるきのこ事業用資産及び貸与

資産においては、減損の兆候はありませんでしたが、そ

の他の資産である遊休土地の地価が大幅に下落し、帳簿

価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失

（132百万円）として特別損失に計上しました。 

  なお、その他の資産である遊休土地の回収可能価額は

正味売却可能価額により測定しており、不動産鑑定基準

に基づいて合理的に算定された価格によって評価してお

ります。 

場所  用途  種類  

 長野県長野市  遊休資産  土 地 

 北海道芦別市  遊休資産  土 地 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置 18,728 11,743 6,985 

工具器具備品 116 25 91 

合計 18,845 11,768 7,077 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置 16,080 12,177 3,902 

工具器具備品 126 49 77 

合計 16,207 12,226 3,980 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,315百万円

１年超 3,627百万円

合計 6,942百万円

１年内 2,337百万円

１年超 1,285百万円

合計 3,623百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 4,124百万円

減価償却費相当額 3,974百万円

支払利息相当額 164百万円

支払リース料 3,419百万円

減価償却費相当額 3,292百万円

支払利息相当額 103百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額は利息相当額とし各期への配分方法については、利

息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

① 流動の部 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

① 流動の部 

未払事業税 171百万円

未払事業所税 1百万円

賞与引当金繰入超過額 158百万円

未払費用 18百万円

繰延税金資産計 349百万円

未払事業税 166百万円

未払事業所税 1百万円

賞与引当金繰入超過額 193百万円

未払費用 22百万円

繰延税金資産計 384百万円

② 固定の部 ② 固定の部 

有価証券評価損 116百万円

その他 39百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △141百万円

繰延税金資産計 14百万円

有価証券評価損 122百万円

その他 87百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △210百万円

繰延税金資産計 －百万円

（繰延税金負債） 

固定の部 

その他有価証券評価差額金 △141百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 141百万円

繰延税金負債計 －百万円

（繰延税金負債） 

固定の部 

その他有価証券評価差額金 △461百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 210百万円

繰延税金負債計 △251百万円



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 944.65円

１株当たり当期純利益 101.28円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 101.21円

１株当たり純資産額 1,014.88円

１株当たり当期純利益 92.99円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 92.92円

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 3,333 3,063 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 

（うち役員賞与） (0) (0) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,332 3,062 

期中平均株式数（千株） 32,909 32,936 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 21 24 

（うち商法第280条ノ20及び第280ノ21

の規定に基づく新株予約権） 
21 24 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成12年８月４日付で付与された

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

く株式譲渡請求権（44,900株）、

平成13年８月27日付で付与された

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

く株式譲渡請求権（36,600株）及

び平成15年１月31日付で付与され

た商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権

（676個） 

平成13年８月27日付で付与された

旧商法第210条ノ２の規定に基づく

株式譲渡請求権（35,300株）及び

平成15年１月31日付で付与された

商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権（644 

個） 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 子会社の設立について  

  当社は、平成17年３月18日開催の取締役会において、新

たに当社100％子会社、ホクトメディカル株式会社を設立

することを決議し、平成17年４月１日をもって実施いたし

ました。    

１．設立の目的 

  アガリクスの生産、加工販売に関わる業務は、当社

の勤務形態や業務形態と大きく異なるため、業務運営

をより円滑かつ効率的に行うことを目的として、子会

社を設立することといたしました。 

２．子会社の概要 

  ① 商    号    ホクトメディカル株式会社 

  ② 設 立 日    平成17年４月１日 

  ③ 資 本 金    ２億円 

  ④ 株    主    当社100％出資 

  ⑤ 決 算 期    ３月31日 

  ⑥ 事業内容    きのこ（アガリクス）の生産、加工 

                 及び販売 

  ⑦ 従業員数    68名 

３.当社が取得する株式数及び取得価額 

  ① 取得株式数        4,000株 

  ② 取得価額           ２億円 

―――― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

 ㈱八十二銀行 

 キッセイ薬品工業㈱ 

 ㈱竹内製作所 

 ㈱ジャフコ 

 ㈱マルキョウ 

 ㈱エフピコ 

 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 

 ㈱ヴォークストレーディング 

 ㈱ながの東急百貨店 

 ㈱マツヤ 

1,899,000 

136,000 

48,000 

27,000 

200,000 

52,000 

150 

600 

252,200 

102,000 

1,798 

295 

247 

239 

207 

202 

195 

102 

89 

61 

 その他（18銘柄） 175,377 200 

小計 2,892,327 3,638 

計 2,892,327 3,638 

種類及び銘柄 投資口数等 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

 （外国投資信託受益証券） 
  

 パトナムユーエスガバメントインカム 55,000 口     84 

（投資事業有限責任組合出資）  
  

 ジャフコ・ジー九（エー）号投資事業有

限責任組合 
２ 口     199 

 ジャフコＶ２－Ｃ号投資事業有限責任組

合 
２ 口     199 

 ジャフコＶ１－Ａ号投資事業有限責任組

合 
２ 口     198 

 ジャフコ・アール３号投資事業組合  50 百万円 2 

小計 － 684 

計 － 684 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期の増加額の主なものは、次のとおりであります。 

機械装置        ホクトメディカル㈱                        380百万円 

土地            赤沼きのこセンター                        221百万円 

建設仮勘定      赤沼きのこセンター                        280百万円 

貸与資産        ホクトメディカル㈱（土地、建物）        1,029百万円  

２．当期減少額の主なものは、次のとおりであります。 

機械装置        ホクトメディカル㈱                        380百万円 

土地            土地減損によるもの                        132百万円 

３．「当期減少額」欄の（  ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 24,317 120 － 24,437 8,027 807 16,409 

構築物 1,655 － － 1,655 1,013 115 642 

機械装置 5,992 632 380 6,244 3,339 764 2,905 

車輌運搬具 543 28 24 547 441 53 106 

工具器具備品 530 49 31 548 434 22 113 

土地 8,095 267 
366 

(132)
7,996 － － 7,996 

建設仮勘定 106 685 106 685 － － 685 

貸与資産 982 1,236 － 2,219 297 52 1,921 

有形固定資産計 42,224 3,019 
909 

(132)
44,334 13,554 1,817 30,780 

無形固定資産        

特許権 130 － － 130 130 － － 

借地権 13 － － 13 － － 13 

商標権 7 － － 7 2 0 5 

ソフトウエア 96 1 － 97 85 15 12 

電話加入権 8 － － 8 － － 8 

無形固定資産計 255 1 － 257 217 16 39 

長期前払費用 230 12 16 226 90 22 135 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、408,483株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）１. 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 5,500 － － 5,500 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (33,359,040)     (33,359,040) 

普通株式 （百万円） 5,377 － － 5,377 

計 （株） (33,359,040)     (33,359,040) 

計 （百万円） 5,377 － － 5,377 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 5,692 － － 5,692 

計 （百万円） 5,692 － － 5,692 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 761 － － 761 

（任意積立金）      

別途積立金（注）２ （百万円） 16,500 2,000 － 18,500 

計 （百万円） 17,261 2,000 － 19,261 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 31 7 3 13 21 

賞与引当金 393 480 393 － 480 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（百万円） 

現金 1 

預金  

当座預金 1,220 

普通預金 253 

定期預金 40 

小計 1,514 

合計 1,515 

相手先 金額（百万円） 

㈱ダイエー 55 

GOLDEN GOURMET MUSHROOMS 29 

サミット㈱ 29 

㈱マルエツ 25 

㈱タイヨー 22 

その他 853 

合計 1,015 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,023 33,777 33,785 1,015 97.08 11.0 



３）製品 

４）原材料 

５）仕掛品 

６）貯蔵品 

品目 金額（百万円） 

ぶなしめじ 309 

まいたけ 499 

エリンギ 139 

きのこ加工品 32 

合計 981 

品目 金額（百万円） 

コーンコブ 1 

大豆皮  0 

合計 1 

品目 金額（百万円） 

ぶなしめじ 1,431 

エリンギ 377 

まいたけ 286 

種菌 7 

合計 2,101 

品目 金額（百万円） 

きのこ生産資材（コーンコブ・米ぬか・種菌） 52 

きのこ荷造包装資材（ダンボール・フィルム等） 39 

きのこ燃料（Ａ重油） 18 

きのこその他（消耗品・資材） 5 

合計 115 



② 負債の部 

１）支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

２）買掛金 

３）短期借入金  

相手先 金額（百万円） 

㈱ヴォーグス・トレーディング 297 

㈱精工 220 

㈱エフピコ 78 

協和化学工業㈱ 72 

デンカポリマー㈱ 67 

その他 549 

合計 1,285 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 420 

５月 413 

６月 236 

７月 216 

８月 － 

９月以降 － 

合計 1,285 

相手先 金額（百万円） 

㈱ヴォーグス・トレーディング 118 

その他 12 

合計 131 

相手先 金額（百万円） 

㈱八十二銀行 2,000 

㈱みずほ銀行 500 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 500 

合計  3,000 



４）未払法人税等 

５）設備支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 特記事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

未払法人税 1,493 

未払事業税 415 

未払住民税 319 

合計 2,228 

相手先 金額（百万円） 

ユアサ商事㈱ 38 

茨木精機㈱ 11 

富士ハイテック㈱ 7 

その他 15 

合計 72 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 14 

５月 1 

６月 50 

７月 6 

８月 － 

９月以降 － 

合計 72 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】  

     当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

     当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    (1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第42期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。

    (2）有価証券報告書の訂正報告書 

        平成17年12月22日関東財務局長に提出。 

   事業年度（第42期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

    (3）半期報告書 

   （第43期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

ホ ク ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホクト株式会社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホクト株式会社

及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栁 澤 孝 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ホ ク ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホクト株式会社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホクト株式会社

及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

ホ ク ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホクト株式会社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホクト株式会社の平

成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栁 澤 孝 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ホ ク ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホクト株式会社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホクト株式会社の平成

１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基

準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 
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